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令和６年９月市議会 教育厚生委員会資料 

第８７号議案 長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防 

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める 

条例の一部を改正する条例 
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１ 条例改正の概要 

（１）改正理由 

「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「基準

省令」という。）」が、改正（令和６年４月１日施行）されたことに伴い、関係条文の整理をする必

要があるのと、その他所要の整備をするため。 
 

（２）改正する条例 

長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（令和５年長崎市条例第５８

号） 

 

（３）改正内容 

    ア 基準省令の改正に伴う関係条文の整理 

この条例は、基準省令の規定を引用しているため、基準省令が改正された場合は、連動して更

新されるものである。 

このうち、記録の保存に関する規定においては、一部の記録について本市の独自基準を設定し、

保存年限を２年間から５年間に延長することとしているところ、基準省令の改正により、号ずれ

が生じているため、当該条文を改正するもの。 
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イ 所要の整備 

           基準省令の基準によらず、本市の独自で基準を定めている条文について、対象サービス及び保

存すべき記録を明確にするため、表形式とする等の改正を行うもの。 

 

（４）施行期日 

   公布の日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象サービス 対象となる記録 基準省令の号番号 

指定介護予防福祉用具貸与 
介護予防福祉用具貸与 

計画 

（改正前）第２７５条第２項第６号 

（改正後）第２７５条第２項第７号 

基準該当介護予防福祉用具貸与 
介護予防福祉用具貸与 

計画 

（第２８０条において準用） 

（改正前）第２７５条第２項第６号 

（改正後）第２７５条第２項第７号 

指定特定介護予防福祉用具販売 
特定介護予防福祉用具 

販売計画 

（改正前）第２８８条第２項第５号 

（改正後）第２８８条第２項第６号 
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２ 新旧対照表 

○長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（令和５年長崎市条例第５８号） 

                                                 は、号ずれの改正部分 

改正後 改正前 

（記録の保存） 

第７条 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防サービス費の支

払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の受給に係る従業

者の勤務体制に関する記録及び省令第５４条第２項第１号に掲げる

記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、次の表の左欄に掲げる規定に規定する事業について

準用する。この場合において、同項中「省令第５４条第２項第１号」

とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第５条第３項第１号 及び省令第６１条において準用する省

令第５４条第２項第１号 

第５条第３項第２号 並びに省令第７３条第２項第１号、第２

号及び第４号 

第５条第３項第３号 並びに省令第８３条第２項第１号及び

第２号 

第５条第３項第４号 及び省令第９２条第２項第１号 

第５条第３項第５号 並びに省令第１２２条第２項第１号及

び第２号 

第５条第３項第６号 並びに省令第１４１条第２項第１号及

び第２号 

第５条第３項第７号 並びに省令第１５９条において準用す

る省令第１４１条第２項第１号及び第

２号 

（記録の保存） 

第７条 省令第５４条第２項の規定によるほか、指定介護予防訪問入浴

介護事業者は、介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当

該介護予防サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録

及び同項第１号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、第５条第３項第１号及び第４号の事業について準用

する。 
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改正後 改正前 

第５条第３項第８号 及び省令第１６６条において準用する

省令第１４１条第２項第２号 

第５条第３項第９号 並びに省令第１８５条において準用す

る省令第１４１条第２項第１号及び第

２号 

第５条第３項第１０号 並びに省令第１９４条第２項第１号及

び第２号 

第５条第３項第１１号 並びに省令第２１０条において準用す

る省令第１９４条第２項第１号及び第

２号 

第５条第３項第１２号 並びに省令第２４４条第２項第１号及

び第２号 

第５条第３項第１３号 並びに省令第２６１条第２項第１号及

び第７号 

第５条第３項第１４号 並びに省令第２７５条第２項第１号及

び第７号 

第５条第３項第１５号 並びに省令第２８０条において準用す

る省令第２７５条第２項第１号及び第

７号 

第５条第３項第１６号 並びに省令第２８８条第２項第１号及

び第６号 

 

（削る） 

 

 

 

（削る）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第１項の規定は、第５条第３項第２号の事業について準用する。こ

の場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並びに

同項第１号、第２号及び第４号」とする。 

４ 第１項の規定は、第５条第３項各号(第３号、第５号から第７号ま

で及び第９号から第１２号までに限る。)に掲げる事業について準用

する。この場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、

「並びに同項第１号及び第２号」とする。 
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改正後 改正前 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

５ 第１項の規定は、第５条第３項第８号の事業について準用する。こ

の場合において、第１項中「同項第１号」とあるのは、「同項第２号」

とする。 

６ 第１項の規定は、第５条第３項第１３号の事業について準用する。

この場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並び

に同項第１号及び第７号」とする。 

７ 第1項の規定は、第５条第３項第１４号及び第１５号の事業につい

て準用する。この場合において、第１項中「及び同項第１号」とある

のは、「並びに同項第１号及び第６号」とする。 

８ 第１項の規定は、第５条第３項第１６号の事業について準用する。

この場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並び

に同項第１号及び第５号」とする。 

 


